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源流とし、ミャンマ とラオスの国境、 タイとラオスの国境をなしカンボジアを縦断し、ベトナム南部のメコン・デルタから南シナ海へ注ぐ、全長約四八〇〇キロの国際河川メコンが流れる地域︱ な
わち、ミャンマー、ラオス、タイ、カンボジア、ベトナムに中国・雲南省を加えた地域である。メコン地域の東西、南北および南部経済回廊が貫く国境地域は、国境線を挟んで高所得国と低所得国が向かい合う関係にあり、国境におけるヒトやモノの移動がダイナミズムを生み出す可能性を秘めている（参考文献①） 。　
しかし、それは同時に負のダイ







織犯罪防止条約の補足議定書のひとつとして「人、特に女性および児童の取引を し、抑止しおよび処罰するための議定書」 （採択地名からパレルモ議定書と呼ばれる）が採択されてから、人身取引は、人権に対する深刻な侵害とて認識され、その撲滅 に、国連を じめとする国際機関、各国政府やＮＧＯによるグローバルな努力が積み重ねられている。二〇一〇年七月には国連総会で「人
身取引に対するグローバル行動計画」が採択され、貧困、失業、社会経済機会の欠如、ジェンダーによる暴力、差別、周辺化が人々を人身取引の犠牲者とさせる要因であることが明示された。反人身取引の取組みは、被害者の救済や保護、そして加害者の逮捕や処罰のみならず、多元的な対策が求められている。　
人身取引の被害者の過半数がア
ジア地域に居住する者またはアジア地域の出身者であるといわれ、東南ア は人身取引とくに性的搾取を目的とする人身取引の中心地である。 なかでもメコン地域は、その地勢的、社会経済的、政治的理由から人身取引問題の深刻な地域である。 ＩＬＯは二〇〇五年 、アジア太平洋 域でおよそ九四九万人が強制労働をさせられており、そのうちの多くがメコン地域にいると推定してい　
人身取引とは何か。パレルモ議

































世界規模において、人身取引被害者の到達国、中継国、出身国である。メコン地域で最大の経済力を有するタイには、非熟練の安い労働力を求める膨大な需要がある。それに呼応す ように隣国ミャンマー、カンボジア、ラオスから三〇〇万人超の流入があり、そのなかに労働搾取や性的搾取の被害に遭う者が多数いる。労働搾取 多くは、漁業、水産加工業、縫製業家内労働でおこって 性的取の被害者には、中国南部、ロシア、ウズベキスタン、ベトナム出身者などもいる。一方 タイ は、北米、中東、南アフリカ、オーストラリア、日本、韓国、台湾などで労働搾取および性的搾取の被害に遭っている。　
中国では、地域間経済格差に加
え、男女人口比率の偏りが、人身取引を助長する要因となってい
る。公安省によれば、二〇〇九年の反人身取引強化期間には、一万八二四人の女性と子どもの被害者が救出された。中国での外国人被害者には、ベトナム、ミャンマー、ロシア、北朝鮮出身者がいる。国内の人身取引事件も多く、被害者は雲南、貴州 河南出身者が多く、福建、広東、山東、 で被害に遭っている。被害の形態は、強制結婚、非合法の養子、性的搾取や労働搾取である。国外では タイ、マレーシア 日本 欧州や北米などで被害に遭ってい 最近ではインターネットを使って少女を誘引し、性的搾取をする事件が増加している。生後一カ月にも満たない乳児の人身取引も多い。組織犯罪による人身取引が多いことも中国の特徴である。　
ベトナムは、おもに被害者の出
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kong Sub-Region ） 」が六カ国間で
合意された。　
同覚書は、各国政府がパレルモ




引事件担当官のキャパシティ・ビルディングや訓練、各国政府の行動計画の作成、多国間や二国間の協力、 各国の法制度構築 法執行、被害者の認定や保護 人身取引防止の取り組みなどが盛りこまれた。現在進行中の二〇一一～三年の計画は、これまでの取り組みを補足、 強化する内容となっている。　
六カ国はそれぞれ、関係省庁か
ら構成するタスクフォースを有し、ＵＮＩＡＰの各国事務所を事










































い。日本の政府開発援助の重点地域であり、日本企業にとっても重要な投資先および市場である同地域の人身取引問題には、我々日本人が強い関心をもち、その解決への努力に関与することが求められる。人身取引問題の要因は何かを再度問えば、 冒頭にあげたように、社会経済開発の遅れや格差、逆にその開発段階において人身取引が誘発されてい 日本は、メコン地域におけるハードインフラや経済開発を支援するのであれば、その副作用である人身取引 題の解決にも積極的な役割をはたしうるのである。　
政府のみならず、企業、消費者
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